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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タイヤを製造する方法であって、
i）ゴム化合物をエクステンダー化合物と有機溶媒中で組み合わせて混合物を製造するス
テップと；
　前記混合物を乾燥させて乾燥混合物を製造するステップと；
　前記乾燥混合物を、粒子、顆粒、ベール、フレーク又はブロックに成形するステップと
　を含む、成形ゴム組成物を調製する工程であって、
　前記エクステンダー化合物が、－７０℃～約１２０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ以下の酸価を有する天然又は炭化水素樹脂を含み、
　前記天然又は炭化水素樹脂が、脂肪族炭化水素樹脂、環状脂肪族樹脂、テルペン樹脂、
オリゴエステル、ロジン及び／又はロジンエステル、又はそれらの組み合わせであり、
　前記天然又は炭化水素樹脂が、２０～７５ｐｈｒの範囲の量で存在する、工程と、
ii）粒子、顆粒、ベール、フレーク又はブロックの形状であり、前記天然又は炭化水素樹
脂が均質に分配されている工程i）で得られた成形ゴム組成物に、硬化助剤、加工添加剤
、充填剤、顔料、補強材、及びこれらの組み合わせから選択される１種以上の添加剤を配
合してゴム配合物を形成する工程と、
iii）前記ゴム配合物をタイヤ構成要素に成型する工程と、
iv）前記タイヤ構成要素を硬化する工程と
を含む方法。
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【請求項２】
　前記天然又は炭化水素樹脂が、４００～２０００ダルトン（Ｍｗ）の範囲の分子量及び
－１０～１００℃のガラス転移温度（Ｔｇ）を有する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記樹脂が天然起源のものである、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記成形ゴム組成物が、１種以上の添加剤を配合するためのマスターバッチとして使用
される、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項５】
　１種以上の添加剤を配合する前に、前記成形ゴム組成物を貯蔵及び／又は輸送する工程
をさらに含む、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項６】
　追加のエクステンダー化合物を除外する、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項７】
　前記天然又は炭化水素樹脂が脂肪族炭化水素樹脂を含む、請求項１又は２に記載の方法
。
【請求項８】
　前記天然又は炭化水素樹脂が、テルペン、二環式テルペン、単環式テルペン、δ－２－
カレン、δ－３－カレン、ジペンテン、リモネン、ミルセン、β－フェランドレン、α－
ピネン、β－ピネン、α－テルピネン、γ－テルピネン又はテルピノレンを含む、請求項
１又は２に記載の方法。
【請求項９】
　前記天然又は炭化水素樹脂が、オリゴテルペン樹脂、テルペン炭化水素樹脂、テルペン
フェノール樹脂、スチレン化テルペン又はそれらの混合物である、請求項１又は２に記載
の方法。
【請求項１０】
　前記天然又は炭化水素樹脂がロジンエステルである、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項１１】
　前記ロジンエステルが、ロジンと、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエ
チレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、トリメチレン
グリコール、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトー
ル、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、マンニトール、ソルビトール及び
それらの混合物からなる群から選択される多価アルコールとのエステルである、請求項１
又は２に記載の方法。
【請求項１２】
　前記ゴム化合物がスチレンブタジエン共重合体を含む、請求項１又は２に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本出願は、その開示全体があらゆる目的のために参照により本明細書に組み込まれる、
２０１５年１２月３１日に提出された米国仮特許出願第６２／２７３６８０号に基づく優
先権を主張する。
【０００２】
　本開示は、タイヤ構成要素、タイヤゴム組成物、より具体的にはタイヤトレッド組成物
用のゴム組成物、及び本開示による組成物を用いて調製されたタイヤの分野にある。
【背景技術】
【０００３】
　タイヤ構成要素用のゴム組成物は、一般に、いくつかの段階で調製される。第１のステ
ップは、一般に、未硬化ゴム組成物の製造である。ゴム製造工場では、エラストマーを加
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工して未硬化ゴムを形成する。タイヤ業界で現在使用されているゴム組成物は、比較的高
分子量であり、したがって非常に粘性である。ゴムを取り扱うことができるようにするた
めに、ゴム製造工場での加工中に加工油がゴムに添加される。前記加工油は粘度を低下さ
せるので、結果として組成物は、ゴム化合物配合業者又はタイヤ製造業者で行われ得る内
部ゴムミキサー、オープンロール混練、押出及びカレンダー加工などの従来のゴム加工装
置でより容易に加工可能になる。前記油展ゴム組成物は、タイヤ製造業者に出荷するため
に、乾燥され、粒子、顆粒、フレーク、ブロック等のいずれかに成形される。
【０００４】
　第２のステップは、一般に、タイヤ製造業者による配合を含む。油展ゴム組成物は、タ
イヤ製造会社に輸送される。タイヤ会社は、ゴム組成物を、充填剤、硬化助剤（硫黄、活
性化剤、遅延剤及び促進剤など）、加工添加剤（油、樹脂（例えば、粘着付与樹脂）、シ
リカ及び可塑剤など）、顔料、加工助剤、可塑剤及び補強材（カーボンブラックなど）な
どの添加剤と組み合わせ、種々の成分をブレンドして配合ゴム組成物：ゴムトレッド組成
物、インナーライナー組成物等などのタイヤゴム組成物を調製する。最後のステップは、
一般に、タイヤ製造業者によるタイヤの組み立てを含む。その後、タイヤが種々のタイヤ
ゴム組成物を用いて組み立てられ、成型され、成型され、最後に硬化されてタイヤが得ら
れる。
【０００５】
　上述のように、種々のタイヤ構成要素に使用されるゴム配合物は、以前は、従来の加工
油を使用してゴムを軟化及び伸展するように設計されていた。典型的には、一定含量の多
環芳香族（ＰＣＡ）化合物又はポリ芳香族炭化水素（ＰＡＨ）を有する芳香族加工油が使
用されている。例えば、高芳香族油及びゴム組成物並びにこれらを用いた油展合成ゴムを
開示するＵＳ６１０３８０８を参照されたい。
【０００６】
　ゴム加工中のエクステンダー油としての使用に加えて、これらの油は、ゴムの配合を容
易にする加工助剤として、及び加硫後のゴム化合物の機械特性を改変するための可塑剤と
して、タイヤ業界において使用され得る。これらの油はまた、タイヤ化合物の粘弾性特性
に影響を及ぼすためにも使用され得る。エクステンダー油の芳香族含量は、ウエットグリ
ップ特性を高めることができる。合成ゴム及び加工ゴム化合物の伸展に使用される油の性
質は同じであり得る。
【０００７】
　鉱油は、その種類によって分類される：芳香族、ナフテン系及びパラフィン系。最も一
般的に使用されるのは、高多環芳香族炭化水素（ＰＡＨ）含量を有する加工油である留出
物芳香族抽出物（ｄｉｓｔｉｌｌａｔｅ　ａｒｏｍａｔｉｃ　ｅｘｔｒａｃｔ）（ＤＡＥ
）油である。これらのＤＡＥ油は、ＰＡＨ含量のために環境及び人の健康に悪影響を及ぼ
すと考えられている。近年、規制、環境及び社会の懸念により、より低いＰＡＨ含量を有
する加工油の使用が必要とされている。結果として、ゴム及びタイヤ業界が、ロンドンの
エネルギー研究所の試験方法ＩＰ３４６によって決定される３％より多いＤＭＳＯ抽出物
を含有するプロセス油の使用を中止することが望まれている。ＤＡＥからの切り替えに伴
い年間約１００万メートルトンのＤＡＥを置き換えることが必要となるため、タイヤ業界
は大きな課題に直面すると推定される。
【０００８】
　例えば、ＵＳ５５０４１３５は、１００℃で３２～５０ｃＳｔの動粘度を有し、ゴム化
合物、特に芳香族ゴム用のプロセス油として使用される３重量％未満の多核芳香族化合物
を含有する油組成物を開示している。
【０００９】
　ＵＳ２００１／００２３３０７には、ＩＰ３４６法によって決定される多環芳香族（Ｐ
ＣＡ）の含量が３質量％未満であり、芳香族炭化水素が豊富なゴムプロセス油及びその製
造方法が開示されている。
【００１０】
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　少なくとも１種のジエンエラストマー、充填剤としての少なくとも微細に分散した沈降
シリカ及びカーボン、軟化剤、少なくとも１種のシランカップリング剤及び追加の一般的
な添加剤を含む芳香族プロセス油を含有しない硫黄加硫性ゴム組成物並びにそれらの製造
方法を開示するＵＳ２００２／００４５６９７。
【００１１】
　多環式芳香族化合物の含量が３重量％未満であり、芳香族炭化水素の含量が１８重量％
以上であり、極性化合物の含量が１１～２５重量％であり、１００℃における動粘度が１
０～７０ｍｍ２／ｓであり、引火点が２１０℃以上である要件を満たすプロセス油を開示
するＵＳ６３９９６９７。
【００１２】
　ＵＳ２００５／０１４５３１２は、タイヤ構成要素用のゴム組成物に関する。前記ゴム
では、エクステンダー油の一部が大豆油で置換され、通常ゴム中に存在するカーボンブラ
ックの一部がデンプン／可塑剤複合材料で置換されている。
【００１３】
　ＵＳ４４７８９９３では、脱炭酸ロジンの使用が、ゴム配合物中の油の全部又は部分的
な置換のために開示されている。
【００１４】
　ＵＳ４５１５７１３では、ポリマー、特にタイヤトレッド配合物用のエクステンダー油
として使用することができる脱炭酸ロジン酸が開示されている。
【００１５】
　ＷＯ２００２／１０２７７は、空気タイヤインナーライナーとして使用するためのブチ
ルエラストマーを記載している。生強度及び低温流動特性を改善するために、スチレン樹
脂がブチルポリマー組成物に添加される。任意選択的に、空気非透過性を損なわないよう
に、最大７ｐｈｒのエクステンダー油が組成物に添加される。実施例では、エクステンダ
ー油がスチレンポリマーで置換されている。
【００１６】
　ゴム加工中のこれらのエクステンダー油の使用を置換するために、タイヤ業界は、処理
留出物芳香族抽出物（ＴＤＡＥ）及び軽度抽出溶媒和物（Ｍｉｌｄ　Ｅｘｔｒａｃｔ　Ｓ
ｏｌｖａｔｅ）（ＭＥＳ）油を使用し始めた。これらの油は共に、優れた転がり抵抗を有
するが、残念なことに、悪いウエットグリップ特性を有するタイヤを提供する。別の可能
な代替物として、残留芳香族抽出物（Ｒｅｓｉｄｕａｌ　Ａｒｏｍａｔｉｃ　Ｅｘｔｒａ
ｃｔ）（ＲＡＥ）油が提供され、これらの油は、少なくとも良好な転がり抵抗特性を有し
、他の油よりも良好なウエットグリップ特性を提供する。
【００１７】
　しかしながら、より低いＰＡＨ含量油の使用への変更において、ゴム化合物性能のいく
らかの損失が注目されている。そのため、このような低ＰＡＨ含量油を提供するために、
低ＰＡＨ油の使用を組み込ながら望ましい性能レベルを提供する新しいゴム化合物を開発
することが必要である。
【００１８】
　この仕様を満たす最も商業的に望ましい代替油は、一般に、ウエットグリップの低いタ
イヤを提供する。新しい油のほとんどは、まだ再生不可能な鉱油に基づいている。
【００１９】
　最終的なゴム組成物中の再生不可能な鉱油の量を低下させるために、ゴム組成物に加工
助剤として使用される加工油に代わるいくつかの他の化合物が提案された。
【００２０】
　タイヤゴム業界における別の展開は、存在する加工油の減少又は加工油の置換の結果と
しての物理的特性の障害を補償するために配合中の添加剤の量を増加させる傾向である。
例えば、湿潤牽引力及び転がり抵抗などの得られたタイヤの物理的特性を改善するために
、配合中のトレッド増強添加剤（Ｔｒｅａｄ　Ｅｎｈａｎｃｉｎｇ　Ａｄｄｉｔｉｖｅｓ
）（ＴＥＡ）の量を増加させる。しかしながら、従来のゴム組成物は、通常、スチレンブ
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タジエンゴム中に一定量のエクステンダー油、例えば通常３７．５ｐｈｒを含有するので
、ゴム組成物に添加することができるＴＥＡの最大量は制限される。一般に、油展ゴム組
成物に対して、最大２０ｐｈｒのＴＥＡを配合中に添加することができる。
【００２１】
　ＷＯ２０１０／１４４８９０では、不飽和脂肪族、環状脂肪族及びビシクロ脂肪族炭化
水素、並びに／又はオレフィン性不飽和非酸性テルペン化合物、ビニル芳香族炭化水素及
びフェノール化合物を含む添加剤を、油展含有スチレンブタジエンゴム及び天然ゴムのブ
レンドにトレッド増強添加剤として含めたタイヤトレッド組成物が開示されている。
【００２２】
　ＵＳ４３２４７１０では、高融点脂肪族炭化水素不溶性樹脂を配合中に他の加工油と共
に天然ゴムマスターバッチに添加して従来のトレッドプライスキムを形成した。
【００２３】
　ＵＳ４４１９４７０では、低酸価の低軟化点熱可塑性樹脂をゴムストックに添加した。
この樹脂は、タイヤ製造用のゴムストックに通常使用される加工油及び石油由来樹脂を置
換するために使用される。樹脂は、最終的なカーボンブラック添加後、すなわち配合中に
添加される。実施例では、従来の天然ゴム／ＳＢＲ－油展（１５ｐｈｒのナフテン系プロ
セス油で伸展）ゴムに、ブレンド添加剤が配合される。添加剤の１つは、ナフテン系プロ
セス油である。添加剤として添加されるナフテン系プロセス油の半分が樹脂で置換される
。
【００２４】
　ＵＳ６２３９２０３では、ゴムを配合及び硬化する間に、３０ｐｈｒのＣ１２－Ｃ３９
アルコール及び硫黄を乾燥した単離された硫黄加硫性ゴムに分散させることによって、タ
イヤトレッド化合物用の硬化ゴムの耐摩耗性を改善する方法が開示されている。アルコー
ルを使用して加工油を置換する。
【００２５】
　米国特許第６０５７３９２号明細書では、０．５～５０ｐｈｒの脂肪酸エステルを添加
して加工油を置換するゴム組成物が記載されている。実施例では、油展（３７．５ｐｈｒ
の芳香族油を用いる）スチレン／ブタジエンコポリマーエラストマー及びポリイソプレン
が使用される。配合中に使用される加工油は、脂肪酸エステルで置換される。
【００２６】
　ＷＯ２０１２／０５０６５７は、例えばタイヤトレッド及び側壁用のエラストマー組成
物を記載している。炭化水素ポリマー改質剤が、他の加工助剤及び油に加えて又はその代
わりに配合中に添加される。炭化水素ポリマー改質剤は、少なくとも１種のピペリレン成
分、少なくとも１種の環状ペンタジエン成分及び少なくとも１種の芳香族成分のインター
ポリマーである。炭化水素ポリマー改質剤は、８０～１６０℃の軟化点、１０．０００よ
り多い分子量（Ｍｚ）、少なくとも１モル％の芳香族水素を有する。炭化水素ポリマー改
質剤は、油展ゴムと非油展ゴムの両方に添加される。
【００２７】
　ＷＯ２０１１／１３０５２５では、加工油がトール油ピッチを含む、加工油を含むゴム
組成物が記載されている。トール油ピッチは、ゴム組成物中のエクステンダーと配合中の
加工油として存在する油を共に置換することができると述べられている。
【００２８】
　ＷＯ２０１５／１２４６７９では、配合中に可塑剤の組み合わせが可塑化油及び炭化水
素樹脂の形態で添加されるゴム組成物が開示されている。
【００２９】
　さらに、有望な候補ＴＥＡはしばしば、それらを加工可能にするためにさらにより多く
の添加物の使用を必要とする物理特性を有する。例えば、有望なＴＥＡは、粉塵の問題を
提起する又は再集結（ｒｅｍａｓｓｉｎｇ）若しくは焼結に感受性である。これらの加工
の課題を避けるために、ＴＥＡの最大総量がさらに低下するように添加剤を使用しなけれ
ばならない。タイヤゴム組成物中に存在し得るＴＥＡの量及び種類を増加させることが業
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界において要求されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００３０】
【特許文献１】米国特許第６１０３８０８号明細書
【特許文献２】米国特許第５５０４１３５号明細書
【特許文献３】米国特許出願公開第２００１／００２３３０７号明細書
【特許文献４】米国特許出願第２００２／００４５６９７号明細書
【特許文献５】米国特許第６３９９６９７号明細書
【特許文献６】米国特許出願公開第２００５／０１４５３１２号明細書
【特許文献７】米国特許第４４７８９９３号明細書
【特許文献８】米国特許第４５１５７１３号明細書
【特許文献９】国際公開第２００２／１０２７７号
【特許文献１０】国際公開第２０１０／１４４８９０号
【特許文献１１】米国特許第４３２４７１０号明細書
【特許文献１２】米国特許第４４１９４７０号明細書
【特許文献１３】米国特許第６２３９２０３号明細書
【特許文献１４】米国特許第６０５７３９２号明細書
【特許文献１５】国際公開第２０１２／０５０６５７号
【特許文献１６】国際公開第２０１１／１３０５２５号
【特許文献１７】国際公開第２０１５／１２４６７９号
【発明の概要】
【００３１】
　ゴム化合物をエクステンダー化合物と組み合わせて混合物を製造するステップと；混合
物を乾燥させて乾燥混合物を製造するステップと；混合物を成形するステップとを含む、
成形ゴム組成物を調製する方法であって、エクステンダー化合物が、約－７０℃～約＋１
２０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価を有する天然又は炭化水素樹
脂を含み、混合物が、粒子又はベールに成形される、方法が本明細書で開示される。
【００３２】
　ゴム化合物及びエクステンダー化合物を配合するステップを含む、タイヤゴム組成物を
調製する方法であって、エクステンダー化合物が、約－１０℃以上のガラス転移温度及び
５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価を有する天然又は炭化水素樹脂を含み、エクステンダー化
合物が約１０ｐｈｒより多い量で存在する、方法も本明細書で開示される。
【００３３】
　ゴム化合物をエクステンダー化合物と組み合わせて混合物を製造することを含む、成形
ゴム組成物を調製するステップであって、エクステンダー化合物が、約－１０℃以上のガ
ラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価を有する天然又は炭化水素樹脂を含む、
ステップと；混合物を乾燥させて乾燥混合物を製造するステップと；ｂ）混合物を粒子に
成形するステップと；ｃ）粒子をタイヤ構成要素に成型し、前記成型した粒子を硬化する
ステップとを含む、タイヤを製造する方法も本明細書で開示される。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　本明細書に記載されるいくつかの態様は、ゴム加工における鉱油の持続可能な代替物と
しての、少なくとも－１０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価（又は
０℃以下のガラス転移温度（Ｔｇ）及び少なくとも３００ダルトン（Ｍｗ）の分子量）を
有する天然又は炭化水素樹脂の使用に関する。本開示の他の態様は、タイヤゴム組成物及
びタイヤトレッド組成物の性能特性を改善するための、４００～２０００ダルトン（Ｍｗ
）の範囲の分子量及び－１０～１００℃のガラス転移温度（Ｔｇ）を有する、又は天然炭
化水素樹脂が少なくとも－１０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価（
又は０℃以下のガラス転移温度（Ｔｇ）及び少なくとも３００ダルトン（Ｍｗ）の分子量
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）を有する天然又は炭化水素樹脂の使用に関する。本開示のさらに他の態様は、これらの
樹脂と鉱油のブレンドを使用してタイヤの持続可能性を高めることに関する。
【００３５】
　ジエンゴムとエクステンダー化合物とを含むゴム組成物であって、エクステンダー化合
物が少なくとも－１０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価（又は０℃
以下のガラス転移温度（Ｔｇ）及び少なくとも３００ダルトン（Ｍｗ）の分子量）を有す
る天然又は炭化水素樹脂を含む、ゴム組成物が本明細書で開示される。
【００３６】
　少なくとも－１０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価（又は０℃以
下のガラス転移温度（Ｔｇ）及び少なくとも３００ダルトン（Ｍｗ）の分子量）を有する
天然又は炭化水素樹脂は、ゴム組成物の製造中にゴムの加工性を保証する。鉱油とは対照
的に、本明細書に開示される種類の天然又は炭化水素樹脂は、環境に脅威を与えず、した
がってこの用途における鉱油の持続可能な代替物を提供する。
【００３７】
　これらの種類の樹脂の非限定的な例は、脂肪族炭化水素樹脂、フェノール樹脂、クマロ
ン－インデン樹脂、Ｃ９樹脂、Ｃ５樹脂、芳香族樹脂、例えばα－メチルスチレン樹脂、
環状脂肪族樹脂、テルペン樹脂、オリゴエステル樹脂、ロジン及び／又はロジンエステル
である。
【００３８】
　それらの優れた粘度低下品質及び物理特性改善効果のために、一態様では、樹脂がα－
メチルスチレン樹脂、テルペン樹脂、オリゴエステル樹脂、ロジン及び／又はロジンエス
テルを含む。一態様では、本開示に使用するのに適した樹脂が、ＡＳＴＭ　Ｄ１０８４に
従ってガラス転移温度よりも約１００℃上で測定した場合、約５００ｍＰａｓ～約３００
００ｍＰａｓ、又は約５００ｍＰａｓ～約５０００ｍＰａｓ、又は約２０００ｍＰａｓ～
約３００００ｍＰａｓ又は約１００００ｍＰａｓ～約５００００ｍＰａｓの溶融粘度を有
することができる。
【００３９】
　一態様では、本明細書に開示される種類の方法は、高いＴｇ（例えば、約＋１００℃よ
り高い）又は高い軟化点（例えば、約＋１５５℃より高い）を有する樹脂の使用を可能に
し、したがって、反応性シランなどの添加剤の存在による材料の焦げ付きを防止するため
に１５０℃～１６０℃の範囲の温度最大で行われる配合工程中の混合に伴う困難を軽減す
る。
【００４０】
　少なくとも－１０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価（又は０℃以
下のガラス転移温度（Ｔｇ）及び少なくとも３００ダルトン（Ｍｗ）の分子量）を有する
天然又は炭化水素樹脂をジエンゴムと組み合わせるので、配合時に一定の種類の樹脂に関
連し得る粉塵の問題又は再集結若しくは焼結に関する問題が回避される。さらに、天然又
は炭化水素樹脂を従来の加工油エクステンダーの代わりに添加するので、ゴム組成物にエ
クステンダー化合物を最大７５ｐｈｒまでと非常に多量に充填することができる。例えば
、天然又は炭化水素樹脂は、約２０ｐｈｒより多い、又は約１０ｐｈｒ～約７５ｐｈｒ、
又は約１０ｐｈｒ～約５０ｐｈｒ、又は約１０～約３０ｐｈｒ、又は約２０ｐｈｒ～約７
５ｐｈｒの量で存在し得る、又は樹脂はゴム組成物内に非常に均質に分配され、乾燥及び
成形後に、容易に貯蔵及び／又は配合業者に輸送され、タイヤゴム組成物及びタイヤトレ
ッド組成物などのさらなるゴム組成物に加工される。そのため、本開示はまた、樹脂が少
なくとも－１０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価（又は０℃以下の
ガラス転移温度（Ｔｇ）及び少なくとも３００ダルトン（Ｍｗ）の分子量）を有する、天
然又は炭化水素樹脂伸展ゴムを含む粒子状ゴム組成物に関する。
【００４１】
　本明細書では、「粒子状」という用語は、貯蔵、輸送及び配合によるさらなる処理を可
能にする粒子に成形されたことを意味する。一般に、これは、ゴム組成物が、小粒子、顆



(8) JP 6959940 B2 2021.11.5

10

20

30

40

50

粒、ベール、フレークに粉砕され、ブロック又は貯蔵、輸送及び配合によるさらなる加工
に適した任意の他の形状に成形されることを意味する。
【００４２】
　本開示で使用される樹脂は、性質上天然であっても合成であってもよい。目的は鉱油を
置換することであるので、一態様では、樹脂が天然起源のものである。その最も広い態様
では、樹脂が－７０℃～１７０℃の範囲のＴｇ及び２００ダルトン～４０００ダルトンの
範囲の分子量を有し得る、又はオリゴエステル組成物が少なくとも－１０℃のガラス転移
温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価を有する任意の樹脂を含み得る、又は樹脂が４０
０～２０００ダルトンの範囲の分子量及び－１０℃～１００℃のガラス転移温度（Ｔｇ）
を有する。樹脂がこれらの特性を有する場合、非常に高い粘度のゴム化合物を使用するこ
とができる。別の態様では、本開示に使用するのに適した樹脂が、０℃以下のＴｇ及び少
なくとも３００ダルトン（Ｍｗ）の分子量を有する、又は－７０℃～１０℃（又は－６０
℃～０℃、又は－５５℃～－５℃、又は－５０℃～－１０℃）のＴｇ及び３００～３００
０ダルトン（又は３００～２５００ダルトン、又は３２５～２０００ダルトン、又は３５
０～２０００ダルトン）の範囲の分子量を有し得る。一態様では、樹脂が－７０℃～１２
０℃の範囲のＴｇを有し得る。いくつかの態様では、単独で又は上記のＴｇのいずれかと
組み合わせて、樹脂が５００ダルトン～４０００ダルトン、又は８００ダルトン～４００
０ダルトン又は３００ダルトン～３０００ダルトンの範囲の分子量を有し得る。
【００４３】
　本開示では、樹脂がゴムのエクステンダーとして作用する。ゴム組成物は、（ゴム化合
物１００部に基づいて）１、５、１０、１５、２０、２５、３０、３５、４０、４５、５
０、５５、６０、６５、７０、７５部の、又は前記の数のいずれか２つの範囲若しくは間
のエクステンダーとしての樹脂を含むことができる。例えば、ゴム組成物は、１００～７
５００分率の樹脂、２５００～７５００分率の樹脂又は５０００～７５００分率の樹脂を
含有することができるだろう。
【００４４】
　比較的高い樹脂充填量を使用する場合、ゴム組成物を、タイヤゴム組成物を形成するた
めの他の添加剤と組み合わせて配合するためのマスターバッチとして好適に使用すること
ができる。例えば、２０ｐｈｒより多い又は３０ｐｈｒより多い樹脂濃度を有するゴム組
成物が適している。しかし、５０～７５ｐｈｒを含有するゴム組成物も、マスターバッチ
として好適に使用することができる。
【００４５】
　２０ｐｈｒより多い、又は３０～５０ｐｈｒの樹脂充填量を使用する場合、ゴム組成物
に適切な他の添加剤を配合することによって、ゴム組成物をゴムタイヤ組成物及び／又は
タイヤトレッド組成物に最適に使用することができる。樹脂充填は、ゴム加工の間及び少
なくとも油エクステンダーの一部の代わりに行われるので、樹脂充填量を、配合まで樹脂
を添加しなかった先行技術のゴムタイヤ組成物及びタイヤトレッド組成物で可能であるよ
り高くすることができる。
【００４６】
　樹脂（通常は適切なＴＥＡを含む）は、ゴム加工中にゴム組成物内に既に均質に分配さ
れているので、配合中にトレッド増強添加剤（ＴＥＡ）の添加を減らす、又は省略するこ
とができる。
【００４７】
　他の加工油と組み合わせた樹脂のエクステンダー加工油混合物を利用する態様の場合、
樹脂が、少なくとも１、５、１０、２０、３０、４０、５０、６０、７０、８０、９０、
９５若しくは９９重量％、又は前記の数のいずれか２つの範囲若しくは間のエクステンダ
ー混合物を含むことができる。
【００４８】
　しかしながら、他のエクステンダー化合物は、本開示によるゴム組成物中に存在しない
。本開示による態様では、鉱油がテルペン及び／又はロジンエステル樹脂で完全に置換さ
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れる。
【００４９】
　上述のように、本開示によりエクステンダーとして使用される樹脂は、脂肪族炭化水素
樹脂、芳香族樹脂、例えばα－メチルスチレン樹脂、環状脂肪族樹脂、テルペン樹脂、オ
リゴエステル樹脂、ロジン及び／又はロジンエステルを含む。
【００５０】
　脂肪族炭化水素樹脂は公知のタイヤゴム添加剤であり、市販されている。ガラス転移温
度要件及び酸価要件を満たすものはいずれも、本開示において適切に使用することができ
る。適切な市販の脂肪族炭化水素樹脂の非限定的な例は、Ｃ５ピペリレン含有樹脂である
。液体Ｃ５供給原料を、ルイス酸触媒を使用し、所望のＴｇ及び分子量を得るように温度
及び圧力を選択して、硬質樹脂に重合させることができる。Ｃ５樹脂は本質的に脂肪族材
料である。Ｃ５樹脂は、広範囲の軟化点及び分子量で入手可能である。例は、Ｚｅｏｎ　
ＣｈｅｍｉｃａｌのＱＵＩＮＴＯＮＥ（Ｒ）Ａ１００並びにＥｘｘｏｎｍｏｂｉｌｅ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌによって製造されたＥＳＣＯＲＥＺ（商標）１０００、２０００及び５０
００シリーズである。
【００５１】
　αメチルスチレン樹脂などの芳香族樹脂は、市販のタイヤゴム添加剤である。それらは
通常α－メチルスチレン樹脂などのＣ９樹脂油である。これらの樹脂は、他のスチレン系
モノマーを含んでいてもよい。又は、他のスチレン系モノマーは、スチレン、ビニルスチ
レン、ｐ－メチルスチレン（ビニルトルエン）、ｐ－クロロスチレン、ｐ－メトキシスチ
レン、インデン、インデン誘導体及びそれらの混合物からなる群から選択される。一態様
では、スチレン系モノマーが、スチレン、ｐ－メチルスチレン及びそれらの混合物からな
る群から選択され得る。
【００５２】
　本開示で有用なα－メチルスチレン及びスチレンの樹脂は、商品名ＫＲＩＳＴＡＬＥＸ
（Ｒ）Ｆ８５でＥａｓｔｍａｎ　Ｃｏｒｐ．から市販されている。本発明で有用なα－メ
チルスチレン及びビニルトルエンの樹脂は、商品名ＰＩＣＣＯＴＥＸ（Ｒ）ＬＣでＥａｓ
ｔｍａｎ　Ｃｏｒｐ．から市販されている。ガラス転移温度要件及び酸価要件を満たすα
メチルスチレンはいずれも、本開示において適切に使用することができる。適切な市販の
αメチルスチレン樹脂の他の非限定的な例は、Ｃｒａｙ　Ｖａｌｌｅｙ（又はＴｏｔａｌ
）のＮＯＲＳＯＬＥＮＥ（Ｒ）Ｗ－８５及びＡｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙのＳＹＬＶＡＴＲＡＸＸ（商標）４４０１又はＳＹＬＶＡＴＲＡＸＸ（商標）４
４１２である。
【００５３】
　脂肪族（及び環状脂肪族）樹脂には、炭素原子が、ベンゼン環を含有するのではなく、
直鎖又は分岐又は環状で、開鎖で結合している有機化合物が含まれる。それらは飽和であ
っても不飽和であってもよく、アルカン、アルケン及びアルキンを含む。脂肪族樹脂は、
その主題全体が参照により本明細書に組み込まれる、Ｍｉｌｄｅｎｂｅｒｇ，　Ｒｏｌｆ
　ｅｔ　ａｌ．（２００８）．　Ｈｙｄｒｏｃａｒｂｏｎ　Ｒｅｓｉｎｓ．Ｎｅｗ　Ｙｏ
ｒｋ、ＮＹ：ＶＣＨ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓにさらに定義されている。
【００５４】
　本開示によりエクステンダーとして使用され得るテルペン樹脂は、二環式テルペン及び
単環式テルペン、例えばδ－２－カレン、δ－３－カレン、ジペンテン、リモネン、ミル
セン、β－フェランドレン、α－ピネン、β－ピネン、α－テルピネン、γ－テルピネン
及びテルピノレンなどのテルペンを含む。
【００５５】
　テルペン樹脂は、例えばオリゴテルペン樹脂（すなわち、唯一の炭化水素モノマーとし
てのテルペンから調製された樹脂）、テルペン炭化水素樹脂（すなわち、テルペン及び非
テルペン炭化水素モノマーから調製された樹脂）及び／又はテルペンフェノール樹脂（す
なわち、テルペン及びフェノール化合物から調製された樹脂）であり得、これらの樹脂を
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本明細書では「テルペン樹脂」と総称する。一態様では、樹脂がテルペン炭化水素樹脂、
例えばテルペンビニル芳香族樹脂である。別の態様では、樹脂がテルペンフェノール樹脂
である。さらに別の態様では、樹脂がオリゴテルペン樹脂である。テルペン樹脂はまた、
上記テルペン樹脂のいずれかの混合物であってもよい。
【００５６】
　一態様では、テルペン樹脂が、少なくとも部分的に、α－ピネンから調製される。別の
態様では、選択されたテルペン樹脂が、少なくとも部分的に、β－ピネンから調製される
。別の態様では、選択されたテルペン樹脂が、少なくとも部分的に、リモネンから調製さ
れる。別の態様では、選択されたテルペン樹脂が、少なくとも部分的に、カレンから調製
される。別の態様では、選択されたテルペン樹脂が、少なくとも部分的に、ジペンテンか
ら調製される。これらのテルペンの各々は、種々の商業的供給業者、例えばＡｌｄｒｉｃ
ｈ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ、Ｗｉｓ．）、Ａｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｊａｃｋｓｏｎｖｉｌｌｅ，　Ｆｌａ．）、Ｍｉｌｌｅｎｎｉ
ｕｍ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ（Ｊａｃｋｓｏｎｖｉｌｌｅ、Ｆｌａ．
）、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｆｌａｖｏｒｓ　ａｎｄ　Ｆｒａｇｒａｎｃｅｓ（以
前はＪａｃｋｓｏｎｖｉｌｌｅのＢｕｓｈ　Ｂｏａｋｅ　Ａｌｌｅｎ、Ｆｌａ．）若しく
はＤＲＴ（Ｌｅｓ　Ｄｅｒｉｖｅｓ　Ｒｅｓｉｎｉｑｕｅｓ　ｅｔ　Ｔｅｒｐｅｎｉｑｕ
ｅｓ　ｏｆ　Ｄａｘ、フランス）から、又はα－ピネンのジペンテンへの異性化、若しく
はδ－３－カレンのδ－２－カレンへの異性化若しくはβ－ピネンのミルセンへの異性化
などの変換によって得ることができる。α－ピネン、β－ピネン、δ－３－カレン及びジ
ペンテンは、しばしば最終的に樹木、特に松の木から得られる。リモネンは、柑橘類加工
業界から得ることができる。
【００５７】
　一態様では、樹脂が、テルペンのカチオン重合生成物であり、例えば、樹脂等級のβ－
テルペン、モノマー、リモネンモノマー又は２つのモノマーの混合物のカチオン重合によ
って調製され得る。テルペンのカチオン重合は、テルペンをルイス酸触媒で処理すること
によって達成され得る。より具体的には、使用され得る触媒には、塩化アルミニウム（Ａ
ｌＣｌ３）及び三フッ化ホウ素（ＢＦ３）及びそれらの誘導体（例えば、それらのエーテ
ラート又は他の溶媒和形態）；並びに酸性粘土、ハロゲン化アンチモン、強プロトン酸（
フッ化水素酸及び硫酸など）及び四塩化チタンが含まれる。触媒は、任意の数の適切な工
程によって樹脂から除去され得る。このようにして製造されたテルペン樹脂を、高温での
処理に供して溶媒を留去して副生成物を除去し、それによって樹脂の所望の軟化点を達成
することができる。
【００５８】
　一態様では、樹脂が、テルペンのカチオン重合生成物であり、例えば、樹脂等級のβ－
テルペン、モノマー、リモネンモノマー又は２つのモノマーの混合物のカチオン重合によ
って調製され得る。テルペンのカチオン重合は、テルペンをルイス酸触媒で処理すること
によって達成され得る。より具体的には、使用され得る触媒には、塩化アルミニウム（Ａ
ｌＣｌ３）及び三フッ化ホウ素（ＢＦ３）及びそれらの誘導体（例えば、それらのエーテ
ラート又は他の溶媒和形態）；並びに酸性粘土、ハロゲン化アンチモン、強プロトン酸（
フッ化水素酸及び硫酸など）及び四塩化チタンが含まれる。触媒は、任意の数の適切な工
程によって樹脂から除去され得る。このようにして製造されたテルペン樹脂を、高温での
処理に供して溶媒を留去して副生成物を除去し、それによって樹脂の所望の軟化点を達成
することができる。
【００５９】
　一態様では、テルペン樹脂を製造するためにβ－ピネンが使用される。β－ピネンモノ
マーは、一般に、製紙業界の副産物である粗硫酸テレビン油の蒸留によって得られる。樹
脂等級のβ－ピネンは、一般に、約８０重量％のβ－ピネンであり、残りの多くはα－ピ
ネンである。９０重量％より多いβ－ピネンである高純度等級のβ－ピネン、例えばいわ
ゆるその香料等級もまた、テルペン樹脂の調製に使用することができる。例えば、β－ピ
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ネン樹脂を生成することを目的とした開示については、米国特許第４４８７９０１号明細
書を参照されたい。樹脂を、α－ピネンから調製することもできる（例えば、参照により
本明細書に組み込まれる、米国特許第４１１３６５３号明細書及び第４０５７６８２号明
細書参照）。
【００６０】
　別の態様では、テルペン樹脂を調製するために使用されるテルペンが、リモネン及びジ
ペンテンである。リモネンは、柑橘類産業の副産物として得ることができる。精製粗硫酸
テレビン油ＣＳＴからの画分として、又はα－ピネン（すなわち、ラセミリモネン）の接
触異性化によって得られるジペンテンもまた、テルペン樹脂の調製に使用することができ
る。
【００６１】
　テルペン樹脂は、上記テルペンからの残渣に加えて、種々の非テルペン系不飽和化合物
、特に不飽和炭化水素、例えばオレフィン及びジエンの残渣を含み得る。その例としては
、限定されないが、イソブチレン、ジイソブチレン、１－アルケン（例えば、１－オクタ
デセン）、２－アルケン、三置換アルケン、ビニルシクロヘキセン、並びに石油蒸留物の
水蒸気分解から得られるピペリレン及びジシクロペンタジエン流が挙げられる。後者の流
れは、一般に、ピペリレン、イソプレン、２－メチル－２－ブテン、２－メチル－１－ブ
テン、シクロペンテン、非環式ペンテン、シクロペンタジエン及びジシクロペンタジエン
を含む。例えば、参照により本明細書に組み込まれる、β－ピネン及び種々の不飽和炭化
水素から製造された樹脂に関する開示に関する米国特許第６１２１３９２号明細書及び第
３９５９２３８号明細書を参照されたい。
【００６２】
　代表的なテルペン－炭化水素樹脂は、６５～３５重量％のジシクロペンタジエンに由来
する重合単位及び３５～６５重量％のβ－ピネンに由来する重合単位を含有する。一態様
では、重合反応出発材料中のジシクロペンタジエンとβ－ピネンのモル比が約１：２～約
２：１の範囲。ジシクロペンタジエンとβ－ピネンとの間の重合反応は、熱的であっても
（すなわち、触媒を使用しない）、又は触媒されてもよい（すなわち、触媒、例えば酸触
媒の存在下で行う）。使用され得る酸触媒の例としては、ブレンステッド酸及びルイス酸
型触媒、例えばＨ２ＳＯ４、ＨＣｌ、Ｈ３ＰＯ４；金属ハロゲン化物、例えばＢＦ３、Ｂ
Ｃｌ３、ＡｌＣｌ３、ＡｌＢｒ３、ＳｎＣｌ４、ＺｎＣｌ２、ＳｂＣｌ３並びにそれらの
エーテラートが挙げられる。触媒重合工程において、触媒の量は、重合される反応物質の
総重量に基準で約０．１～約２０重量％の触媒に及び得る。重合反応は、反応物質の融点
以上でニート（溶媒を用いない）で実施してもよく、又は溶媒の存在下で行うことができ
る。反応圧力は変動してもよく、約１気圧～約１００気圧に及んでよく、約２気圧～約１
０気圧の圧力が好ましい。反応温度は約０～１００℃に及び得る。約１～８時間の反応時
間が、一般に、約５５０～約５５０００（重量平均分子量）の所望の分子量分布及び約１
００～約１７０℃の範囲の軟化点を達成するのに十分である。他のリモネン含有炭化水素
樹脂には、参照により本明細書に組み込まれる、ＵＳ６３５７４９９及びＵＳ６２２８９
４４に記載されているものが含まれる。
【００６３】
　本開示の上に開示される方法に使用され得るテルペン－フェノール樹脂（「テルペン－
フェノール樹脂」）は、適切な溶媒中での上記のテルペンのいずれかとフェノール及び／
又はその誘導体の酸触媒重合によって調製され得る。これは、参照により本明細書に組み
込まれる、ＵＳ５７２３５６６及びＵＳ５８４４０６３に、より詳細に記載されている。
それだけに限らないが、三フッ化ホウ素及びその誘導体又は錯体を含むルイス酸、並びに
上に列挙されるような強プロトン酸を使用することができる。テルペンフェノール樹脂の
フェノール部分は、例えば、フェノール自体又は置換フェノールであってもよい。
【００６４】
　テルペン－フェノール樹脂を調製するためにテルペンに加えて使用され得る非テルペン
オレフィン及びジエンには、テルペン樹脂について上に列挙されるものが含まれる。例え
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ば、以下の非テルペンオレフィン及びジオレフィンの残基がテルペンフェノール樹脂に存
在し得る：ビニル芳香族、例えばスチレン、インデン、α－メチルスチレン、ジビニルベ
ンゼン、１個以上のアルキル基を有するジビニルベンゼン、イソブチレン、ジイソブチレ
ン、１－アルケン、２－アルケン、三置換アルケン、ビニルシクロヘキサン、ビニルシク
ロヘキセン、ピペリレン、イソプレン、２－メチル－２－ブテン、２－メチル－１－ブテ
ン、シクロペンテン、非環式ペンテン、シクロペンタジエン、ジシクロペンタジエン及び
アルキル芳香族スチレン。
【００６５】
　本開示の上に開示される方法に使用するのに適したテルペン－フェノール樹脂のいくつ
かの具体的な非限定的な例は、Ａｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｊ
ａｃｋｓｏｎｖｉｌｌｅ、Ｆｌａ．）によって販売されているＳＹＬＶＡＴＲＡＸＸ（商
標）４２０１、ＳＹＬＶＡＴＲＡＸＸ（商標）４２０２、ＳＹＬＶＡＴＲＡＸＸ（商標）
４４０１、ＳＹＬＶＡＴＲＡＸＸ（商標）６７０１と呼ばれる市販品である。他の適切な
例は、Ａｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　ＣｏｍｐａｎｙのＳＹＬＶＡＧＵＭ（商標）
ＴＲシリーズのポリテルペン並びにＡｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ
のＳＹＬＶＡＲＥＳ（商標）ＺＴ及びＺＯＮＡＴＡＣ（商標）シリーズのスチレン化テル
ペンである。
【００６６】
　上記テルペン、テルペン－フェノール、テルペン－ビニル芳香族及び炭化水素樹脂を調
製するために使用され得る方法のいくつかは、参照により本明細書に組み込まれる、Ｋｉ
ｒｋ－Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎ
ｏｌｏｇｙ，　Ｆｏｕｒｔｈ　Ｅｄｉｔｉｏｎ，　Ｖｏｌｕｍｅ　１３，　ｐｐ．　７１
７－７４３，　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ，　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，　Ｎ．Ｙ．
に記載されている。
【００６７】
　ロジンは、公知のタイヤゴム添加剤であり、市販されている。ロジンは、松の木に自然
に生じる固体樹脂状物質である。（１）生木のオレオレジン抽出物（ｅｘｔｒｕｄａｔｅ
）から得られるガムロジン、（２）老朽化した切り株に含まれるオレオレジンから得られ
るウッドロジン；及び（３）クラフト製紙業界において副産物として回収された液体の廃
カルボキシル基のトール油ロジン、の３つの主要なロジン源が存在する。ガラス転移温度
要件及び酸価要件を満たすロジンはいずれも、本開示において適切に使用することができ
る。適切な市販のロジンエステルは、Ａｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎ
ｙのＳＹＬＶＡＬＩＴＥ（商標）ＲＥ　１００、ＳＹＬＶＡＬＩＴＥ（商標）ＲＥ　９５
、ＳＹＬＶＡＬＩＴＥ（商標）ＲＥ　８５である。
【００６８】
　本開示で使用され得るロジンエステル樹脂は、ロジンと多価フェノールのエステルであ
ってもよい。多価アルコールは、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレ
ングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、トリメチレングリ
コール、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトール、
トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、マンニトール、ソルビトール及びそれ
らの混合物からなる群から選択することができる。上に開示されるゴム組成物に使用する
のに適したロジンエステル樹脂は、Ａｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ
（Ｊａｃｋｓｏｎｖｉｌｌｅ、フロリダ）のＳＹＬＶＡＧＵＭ（商標）ＲＥシリーズ及び
ＳＹＬＶＡＬＩＴＥ（商標）ＲＥシリーズ並びにＳＹＬＶＡＴＲＡＸＸ（商標）シリーズ
で販売されている市販品である。
【００６９】
　別の態様では、オリゴエステル樹脂も樹脂エクステンダーとして本開示に使用され得る
。本明細書で提供されるオリゴエステル組成物は、１種以上のロジン；１種以上のモノカ
ルボン酸；１種以上の多価アルコール；及び任意選択的に１種以上のポリカルボン酸から
誘導され得る。一態様では、オリゴエステル組成物が、オリゴエステル組成物を形成する
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ために使用される成分の総重量基準で、５重量％～８５重量％（例えば、３０重量％～７
５重量％又は３０重量％～６０重量％）のロジンから誘導され得る。ロジンは、トール油
ロジン、ガムロジン、ウッドロジン又はそれらの組み合わせから誘導され得る。いくつか
の態様では、ロジンが、ＡＳＴＭ　Ｄ５９７４－００（２０１０）に記載される方法に従
って決定される、１５未満（例えば、１０未満又は５未満）のＰＡＮ数（ＰＡＮ　ｎｕｍ
ｂｅｒ）を有することができる。一定の態様では、ロジンがトール油ロジンから誘導され
得る。いくつかの態様では、ロジンが、ロジンの総重量基準で、少なくとも３５重量％の
デヒドロアビエチン酸（例えば、少なくとも４５重量％のデヒドロアビエチン酸）を含む
ことができる。オリゴエステル組成物は、少なくとも１５重量％（例えば、少なくとも２
０重量％）の１種以上のモノカルボン酸から誘導され得る。例えば、いくつかの態様では
、オリゴエステル組成物が、オリゴエステル組成物を形成するために使用される成分の総
重量基準で、１５重量％～９０重量％（例えば、２５重量％～８５重量％、３５重量％～
８５重量％又は４０重量％～８０重量％）の１種以上のモノカルボン酸から誘導され得る
。いくつかの態様では、１種以上のモノカルボン酸が、少なくとも６個の炭素原子（例え
ば、６～３２個の炭素原子、６～２５個の炭素原子、６～２２個の炭素原子、６～１８個
の炭素原子又は６～１２個の炭素原子）を含むことができる。いくつかの態様では、１種
以上のモノカルボン酸が脂肪酸（例えば、水素化脂肪酸）を含むことができる。いくつか
の態様では、脂肪酸が、植物油又は動物油に由来する脂肪酸を含むことができる。一定の
態様では、１種以上のモノカルボン酸が、オレイン酸、リノール酸、α－リノレン酸、パ
ルミチン酸、ステアリン酸及びそれらの組み合わせからなる群から選択され得る。一定の
態様では、１種以上のモノカルボン酸がトール油脂肪酸を含むことができる。一定の態様
では、１種以上のモノカルボン酸が、ＡＳＴＭ　Ｄ５７６８－０２（２０１４）に記載さ
れる方法に従って測定される、１１５ｍｇ／ｇ未満（例えば、８０ｍｇ／ｇ未満）のヨウ
素価を有することができる。
【００７０】
　本明細書に開示される種類のオリゴエステル組成物は、オリゴエステル組成物を形成す
るために使用される成分の総重量基準で、５重量％～３０重量％（例えば、９重量％～１
８重量％）の１種以上の多価アルコールから誘導され得る。一定の態様では、オリゴエス
テル組成物が、９．７重量％～１２．７重量％の１種以上の多価アルコールから誘導され
得る。１種以上の多価アルコールは、２～１０（例えば、２～６又は２～５）の平均ヒド
ロキシル官能価を有することができる。ある場合には、１種以上の多価アルコールが２～
３０個の炭素原子（例えば、２～１６個の炭素原子）を含む。ある場合には、１種以上の
多価アルコールが２４０℃より高い沸点を有することができる。
【００７１】
　ある場合には、１種以上の多価アルコールが脂肪族アルコール（例えば、脂環式アルコ
ール）を含む。いくつかの態様では、１種以上の多価アルコールが、少なくとも３個の炭
素原子（例えば、少なくとも６個の炭素原子）によって第２のヒドロキシル基から分離さ
れた第１のヒドロキシル基を含むポリオールを含むことができる。いくつかの態様では、
１種以上の多価アルコールが、少なくとも３個の炭素原子（例えば、少なくとも６個の炭
素原子）によってポリオールの他のヒドロキシル基から分離されたポリオールの各ヒドロ
キシル基を含むポリオールを含む。いくつかの態様では、１種以上の多価アルコールが、
エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリ
コール、テトラエチレングリコール、ネオペンチルグリコール、トリメチレングリコール
、グリセロール、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、ペンタエリスリトー
ル、ペンタエリスリトールの技術的等級、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリ
トール、１，４－シクロヘキサンジオール、ポリグリセロール、ポリグリセロールの技術
的等級、ポリグリセロール－３、ポリグリセロール－４、シクロヘキサン－１，４－ジメ
タノール、トリシクロ［５．２．１．０（２．６）］デカン－４，８－ジメタノール、水
素化ビスフェノールＡ（４，４’－イソプロピリデンジシクロヘキサノール）、マンニト
ール、ソルビトール、キシリトール、マルチトール、ラクチトール及びそれらの組み合わ
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せからなる群から選択され得る。ある場合には、１種以上の多価アルコールが、ジエチレ
ングリコール、トリエチレングリコール、グリセロール、トリメチロールプロパン、ペン
タエリスリトール、ペンタエリスリトールの技術的等級、ジペンタエリスリトール、ポリ
グリセロール、ポリグリセロール－４、トリシクロ［５．２．１．０（２．６）］デカン
－４，８－ジメタノール、シクロヘキサン－１，４－ジメタノール、水素化ビスフェノー
ルＡ（４，４’－イソプロピリデンジシクロヘキサノール）及びそれらの組み合わせから
選択され得る。いくつかの態様では、組成物が、オリゴエステル組成物を形成するために
使用される成分の総重量基準で、０～４重量％より多い（例えば、０～３重量％又は０～
１重量％より多い）の１種以上のポリカルボン酸から誘導され得る。一定の態様では、組
成物が、オリゴエステル組成物を形成するために使用される成分の総重量基準で、０～４
重量％より多い（例えば、０～３重量％又は０～１重量％より多い）の１種以上のジカル
ボン酸から誘導され得る。他の態様では、組成物がいかなるポリカルボン酸からも誘導さ
れ得ない。ある場合には、１種以上のポリカルボン酸が、アジピン酸、３－メチルアジピ
ン酸、コハク酸、セバシン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロヘ
キサンジカルボン酸、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、ロジン二量体、イソフタル
酸、テレフタル酸、フタル酸、トール油脂肪酸二量体、水素化トール油脂肪酸二量体、２
－（２－カルボキシフェニル）安息香酸、２，５－フランジカルボン酸及びそれらの組み
合わせから選択され得る。
【００７２】
　１種以上のポリカルボン酸の重量とロジン及び１種以上のモノカルボン酸の重量の比は
、１：２０未満（例えば、１：３０未満、１：５０未満又は１未満：１００）となり得る
。ロジンの重量と１種以上のモノカルボン酸の重量の比は、６０：４０～１０：８５に及
び得る。ロジン及び１種以上のモノカルボン酸の重量と１種以上のポリカルボン酸の重量
の比は、少なくとも６．５：１（例えば、少なくとも９：１、少なくとも１２：１又は少
なくとも１５　１）となり得る。ある場合には、オリゴエステル組成物が、３０～７５重
量％のロジン、２５～６０重量％の１種以上のモノカルボン酸、３～１８重量％の１種以
上の多価アルコール；及び０～４重量％未満の１種以上のポリカルボン酸から誘導され得
る。
【００７３】
　いくつかの態様では、オリゴエステル組成物が、少なくとも１０００Ｄａの重量平均分
子量（例えば、１０００Ｄａ～５０００Ｄａの重量平均分子量）を有することができる。
いくつかの態様では、オリゴエステル組成物の３５重量％未満（例えば、２０重量％未満
又は１０重量％未満）が、１０００Ｄａ未満の分子量を有することができる。オリゴエス
テル組成物は、１２ｍｇＫＯＨ／ｇ未満（例えば、６ｍｇＫＯＨ／ｇ未満）の酸価を有す
ることができる。オリゴエステル組成物は、１２ｍｇＫＯＨ／ｇ未満（例えば、６ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ未満又は３ｍｇＫＯＨ／ｇ未満）のヒドロキシル価を有することができる。
【００７４】
　本開示によるゴム組成物には、樹脂の組み合わせを使用することができる。
【００７５】
　「ｐｈｒ」という用語は、ゴム１００重量部当たりの重量部を意味し、組成物の成分を
全てのゴム（エラストマー）成分の合計に対して測定する当技術分野で一般的な尺度であ
る。２種、３種以上の異なるゴム成分が所与のレシピに存在するかどうかにかかわらず、
全てのゴム成分についての総ｐｈｒ又は部は、常に１００ｐｈｒとして定義される。他の
非ゴム成分は、一般に、ゴム１００部に比例し、ｐｈｒで表すことができる。換言すれば
、非ゴム成分を１００部のゴムに対して表すことができる。
【００７６】
　樹脂はゴム組成物中のエクステンダーとして使用され得るが、配合中に追加の樹脂を添
加してもよい。本開示により使用される樹脂は、優れたゴム増強添加剤又は加工添加剤で
あることが分かっており、エクステンダーとして従来使用されている鉱油が樹脂で完全に
又は部分的に置換されるので、エクステンダーの最大量はもはや最大２０ｐｈｒに制限さ
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れず、最大７５ｐｈｒまで増加させることができる。樹脂は、最終ゴム組成物の特性を向
上させるために、又は加工性を高めるために、ゴム配合中、例えばミキサー又はミル中に
添加することもできる。
【００７７】
　一定の態様は１００％樹脂であるエクステンダー化合物を利用するが、他の態様は樹脂
と加工油などの他の公知のエクステンダーの混合物を熟慮する。適切な他の公知の加工油
には、芳香族、パラフィン系、ナフテン系、植物油（ヒマシ油以外）及び低ポリ芳香族炭
化水素（ＰＡＨ）油、例えばメチル化種子（ＭＥＳ）、処理留出物芳香族抽出物（ＴＤＡ
Ｅ）、ＳＲＡＥ及び重質ナフテン油を含む、当技術分野で公知である種々の油が含まれる
。適切な低ＰＡＨ油には、ＩＰ３４６によると３重量％未満のＤＭＳＯ抽出物含量を有す
るものが含まれる。
【００７８】
　ゴム組成物はジエンゴムを含む。ゴム組成物がゴムとして任意の適切なジエンゴムポリ
マー又はゴムポリマーの組み合わせを含み得ることが理解されるべきである。ジエンゴム
として選択される種類のゴムポリマーには、所望の最終用途に応じて、天然ゴム並びにそ
の種々の未加工及び再生形態並びに種々の合成ゴムポリマー並びにそれらの任意の組み合
わせが含まれ得る。
【００７９】
　代表的な合成ゴムポリマーは、ブタジエン並びにその同族体及び誘導体、例えばメチル
ブタジエン、ジメチルブタジエン及びペンタジエンの単独重合生成物、並びにブタジエン
又はその同族体若しくは誘導体と他の不飽和単量体から形成されたものなどの共重合体で
ある。後者の中にはアセチレン、例えばビニルアセチレン；オレフィン、例えばソプレン
と共重合してブチルゴムを形成するイソブチレン；ビニル化合物、例えばアクリル酸、ア
クリロニトリル（ブタジエンと重合してＮＢＲを形成する）、メタクリル酸及びスチレン
（後者の化合物はブタジエンと重合してＳＢＲを形成する）、並びにビニルエステル及び
種々の不飽和アルデヒド、ケトン及びエーテル、例えばアクロレイン、メチルイソプロペ
ニルケトン及びビニルエチルエーテルがある。合成ゴムの具体例としては、ネオプレン（
ポリクロロプレン）、ポリブタジエン（シス－１，４－ポリブタジエンを含む）、ポリイ
ソプレン（シス－１，４－ポリイソプレンを含む）、ブチルゴム、ハロブチルゴム、例え
ばクロロブチルゴム又はブロモブチルゴム、スチレン／イソプレンブタジエンゴム、１，
３－ブタジエン又はイソプレンとスチレン、アクリロニトリル及びメチルメタクリレート
などのモノマーのコポリマー、並びにエチレン／プロピレン／ジエンモノマー（ＥＰＤＭ
）としても知られるエチレン／プロピレンターポリマー、特にエチレン／プロピレン／ジ
シクロペンタジエンターポリマーが挙げられる。使用することができるゴムのさらなる非
限定的な例としては、アルコキシ－シリル末端官能化溶液重合ポリマー（ＳＢＲ、ＰＢＲ
、ＩＢＲ及びＳＩＢＲ）、ケイ素結合及びスズ結合星状分枝ポリマー（ｓｔａｒ－ｂｒａ
ｎｃｈｅｄ　ｐｏｌｙｍｅｒ）が挙げられる。ゴムのいずれも末端修飾され得ることを理
解すべきである。このような末端修飾基は、例えば、カルボキシル基、アミノ基、ヒドロ
キシル基、アルコキシル基又はシラノール基（－ＳｉＯＨ）であり得る。一方、ゴムは、
ゴム鎖の内側に修飾基を含有していてもよい。このような修飾基は、例えば、エポキシ基
又はケトン基であり得る。これらのゴムのいずれも、単一の形態又は任意にブレンドされ
た形態のいずれかで使用することができる。又は、タイヤゴム組成物にしばしば使用され
るので、スチレン／ブタジエンコポリマーブレンドが使用される。
【００８０】
　上述のように、ゴム組成物は、タイヤゴム組成物を調製するために適切に使用され得る
。本開示はまた、タイヤゴム組成物に関する。本開示のタイヤゴム組成物では、ゴム組成
物が所望され得るように任意の適切な添加剤及び充填剤を配合されている。本開示による
ゴム組成物は樹脂で伸展されているので、これらのエクステンダーの分布は、これらの化
合物が配合中まで添加されなかったゴム組成物よりも均質であると考えられる。そのため
、再集結にあまり感受性でない、非常に安定なタイヤゴム組成物が得られる。さらに、ゴ
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ム加工中に樹脂が添加されているので、樹脂の選択の自由が得られる。ゴム加工工場に通
常存在する装置は、配合業者に存在する装置よりも粉塵の問題を取り扱うのに適合してい
る。ゴム加工機での組み込みにより、ゴム組成物に最適な特性を与える樹脂を組み込むこ
とが可能になるが、加工性に関しては配合業者に問題を提起する。
【００８１】
　硬化助剤、例えば硫黄、活性化剤、遅延剤及び促進剤、粘着付与樹脂を含む油状樹脂、
シリカ及び可塑剤などの加工添加剤、充填剤、顔料、酸化防止剤カップリング剤、増粘剤
、軟化剤及び補強材、例えばカーボンブラックなどを含むタイヤゴム組成物に一般的に使
用される種々の添加剤をブレンドして本開示のタイヤゴム組成物を形成することが可能で
ある。
【００８２】
　このような添加剤は、一般的な方法によってゴム組成物と混練し、それによって硬化工
程又は架橋工程に使用することができる。これらの添加剤の配合量は、その使用が本開示
の目的と矛盾しない限り、従来の及び一般的な配合量に設定することができる。本開示の
タイヤゴム組成物は、例えば、バンバリーミキサー、ニーダー及びロールミルを含む公知
のゴム混練機を用いて上記成分を混合することによって製造することができる。
【００８３】
　本開示によるゴム組成物に、タイヤトレッド組成物を形成するようにトレッド増強添加
剤（ＴＥＡ）をさらに配合してもよい。任意の適切なトレッド増強添加剤を添加してもよ
い。上記の樹脂は、優れたトレッド増強添加剤であることが分かっているので、本開示に
よるゴム組成物は、タイヤトレッド組成物に極めて好適適した成分である。そのため、本
開示はまた、本開示によるゴム組成物を含むタイヤトレッド組成物に関する。上で説明さ
れるように、本開示による樹脂伸展ゴム組成物を使用することにより、樹脂の形態で２０
ｐｈｒより多いＴＥＡを有するタイヤトレッド組成物を調製することができる。従来の技
術では、これは、少なくともタイヤ業界で一般的に使用されているジエンゴムの全てのタ
イプでは可能でなかった。そのため、本開示はまた、２０ｐｈｒより多いＴＥＡ、好まし
くは３０ｐｈｒより多いＴＥＡを含むタイヤゴム組成物に関する。上述のように、樹脂を
ゴム化合物と組み合わせるので、配合時にある種の樹脂と関連し得るの粉塵の問題又は再
集結若しくは焼結に関するいずれの問題も回避される。これにより、組み込む樹脂の選択
の自由が増す。タイヤトレッド組成物を含む樹脂伸展ゴムは安定であり、樹脂はゴム組成
物内に非常に均質に分配されている。
【００８４】
　本開示はさらに、本開示によるタイヤトレッド組成物を使用して組み立てられたタイヤ
の調製方法及びタイヤに関する。
【実施例】
【００８５】
　本開示を、以下の実施例によってさらに説明する。これらの実施例は、以下の特許請求
の範囲の範囲又は性質を限定するのではなく、例示として解釈されるべきである。本明細
書に記載される要素について等価の機能的及び／又は構造的代替物の使用、本明細書に記
載されるカップリングについて等価な機能的カップリングの使用、及び／又は本明細書に
記載される作用について等価な機能的作用の使用を含む多数の変形が本開示を研究した後
に当業者に明らかになるだろう。重要でない変形は、以下の特許請求の範囲の範囲内であ
るとみなされるべきである。
【００８６】
　樹脂伸展ポリマーの調製：
　透明な非油展スチレンブタジエンゴム１００ｇを無水トルエン２Ｌに溶解する。この溶
液に、－２０～＋１００℃のＴｇ及び４００～９５０ＤａのＭｎを有する樹脂３７ｇを添
加する。完成した溶液を１時間撹拌し、溶媒を蒸発によって除去し、次いで、残りの塊を
一定重量になるまで１トルの真空中５０℃の高温で乾燥させる。得られたポリマー樹脂混
合物を、その後の化合物処方に使用する。表１は、ポリマー及び樹脂並びにそれらの組み
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合わせの詳細を提供する。樹脂伸展ポリマーを調製する他の方法論は、例えば、樹脂及び
１００℃未満の沸点を有する適切な溶媒の溶液をスチレンブタジエンゴム及び有機溶媒（
例えば、シクロヘキサン）を含む溶液と接触させて混合物を形成することを伴い得る。そ
の後、混合物を熱水に注ぎ入れて有機溶媒を除去してポリマー樹脂成分を凝固させること
ができる。次いで、凝固したポリマー－樹脂成分を水から分離し、乾燥させることができ
る。
【００８７】
【表１】

　表２は、比較実施例を含むゴム化合物の配合を提供する。
【００８８】
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【００８９】
　ＳＰＲＩＮＴＡＮ（商標）はＴｒｉｎｓｅｏの商標であり；ＳＹＬＶＡＴＲＡＸＸ（商
標）及びＳＹＬＶＡＴＡＣ（商標）はＫｒａｔｏｎ　Ｃｏｒｐの商標であり；ＵＬＴＲＡ
ＳＩＬ（商標）及びＳｉ－６９（商標）はＥｖｏｎｉｋの商標であり；酸化亜鉛ＲＳ（商
標）はＢｒｕｅｇｇｅｍａｎｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌの商標であり、ＶＵＬＫＡＮＯＸ（商
標）はＬａｎｘｅｓｓ　ＡＧの商標であり、ＡＮＴＩＬＵＸ（商標）はＲｈｅｉｎｃｈｅ
ｍｉｅ　ＡＧの商標である。
【００９０】
　ＰＣＲトレッド化合物を、表３ａ及び表３ｂに提供される混合プロトコルに従って、表
２に提供される配合に従って混合する。
【００９１】
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【表４】
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【００９３】
　非生産段階ＮＰ２及び生産段階ＦＩＮＡＬは、表３ａ．ｃに記載されるものと同じであ
る。
【００９４】
　加硫を１６０℃のホットプレスで、以下の式から計算される時間行う：
　硬化時間＝Ｔ９０（ＩＳＯ６５０２－１９９９に従ってＭＤＲにより測定）＋化合物の
厚さ１ｍｍ毎に追加の２分。
【００９５】
　追加の開示
　本開示の以下の列挙される態様は、非限定的な例として提供するものである。
【００９６】
　ゴム化合物をエクステンダー化合物と組み合わせて混合物を製造するステップと；混合
物を乾燥させて乾燥混合物を製造するステップと；混合物を成形するステップとを含む、
成形ゴム組成物を調製する方法であって、エクステンダー化合物が、約－７０℃以上のガ
ラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価を有する天然又は炭化水素樹脂を含み、
混合物が、粒子又はベールに成形される、方法である第１の態様。
【００９７】
　天然又は炭化水素樹脂が脂肪族炭化水素樹脂、芳香族樹脂、環状脂肪族樹脂、テルペン
樹脂、オリゴエステル、ロジン及び／又はロジンエステルである、第１の態様のゴム組成
物である第２の態様。
【００９８】
　天然又は炭化水素樹脂がα－メチルスチレン樹脂、テルペン樹脂、オリゴエステル、ロ
ジン及び／又はロジンエステルである、第２の態様のゴム組成物である第３の態様。
【００９９】
　樹脂が天然起源のものである、前記態様のいずれか１つに記載のゴム組成物である第４
の態様。
【０１００】
　ゴム組成物が粒子状形態である、前記態様のいずれか１つに記載のゴム組成物である第
５の態様。
【０１０１】
　粒状形態が小粒子に粉砕され、顆粒若しくはフレークに成形される、又はブロックに成
形される、第５の態様に記載のゴム組成物である第６の態様。
【０１０２】
　天然又は炭化水素が、４００～２０００ダルトン（Ｍｗ）の範囲の分子量及び－１０～
１００℃のガラス転移温度（Ｔｇ）を有する、前記態様のいずれか１つに記載のゴム組成
物である第７の態様。
【０１０３】
　天然又は炭化水素が、１～７５ｐｈｒ、好ましくは２５～７５ｐｈｒ、より好ましくは
５０～７５ｐｈｒの範囲の量で存在する、前記態様のいずれか１つに記載のゴム組成物で
ある第８の態様。
【０１０４】
　天然又は炭化水素樹脂が２０ｐｈｒ以上、好ましくは３０～５０ｐｈｒの量で存在する
、前記態様のいずれか１つに記載のゴム組成物である第９の態様。
【０１０５】
　天然又は炭化水素樹脂の他に、少なくとも－１０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ以下の酸価を有する追加のエクステンダー化合物が存在しない、前記態様のいずれ
か１つに記載のゴム組成物である第１０の態様。
【０１０６】
　天然又は炭化水素樹脂が脂肪族炭化水素樹脂を含む、前記態様のいずれか１つに記載の
ゴム組成物である第１１の態様。
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【０１０７】
　天然又は炭化水素樹脂が芳香族樹脂、好ましくはα－メチルスチレン樹脂を含む、前記
態様のいずれか１つに記載のゴム組成物である第１２の態様。
【０１０８】
　天然又は炭化水素樹脂が、二環式テルペン及び単環式テルペン、例えばδ－２－カレン
、δ－３－カレン、ジペンテン、リモネン、ミルセン、β－フェランドレン、α－ピネン
、β－ピネン、α－テルピネン、γ－テルピネン及びテルピノレンなどのテルペンを含む
、前記態様のいずれか１つに記載のゴム組成物である第１３の態様。
【０１０９】
　天然又は炭化水素樹脂がオリゴテルペン樹脂、テルペン炭化水素樹脂、テルペンフェノ
ール樹脂若しくはスチレン化テルペン又はそれらの混合物である、前記態様のいずれか１
つに記載のゴム組成物である第１４の態様。
【０１１０】
　天然又は炭化水素樹脂がロジンエステルである、前記態様のいずれか１つに記載のゴム
組成物である第１５の態様。
【０１１１】
　ロジンエステルが、ロジンと多価フェノールのエステルである第１５の態様に記載のゴ
ム組成物である第１６の態様。
【０１１２】
　ゴム化合物がスチレンブタジエン共重合体を含む、前記態様のいずれか１つに記載のゴ
ム組成物である第１７の態様。
【０１１３】
　ゴム化合物をエクステンダー化合物と組み合わせ、乾燥させ、粒子に成形するステップ
を含む、成形ゴム組成物を調製する方法であって、エクステンダー化合物が、少なくとも
－１０℃のガラス転移温度及び５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の酸価を有する天然又は炭化水素
樹脂を含む、方法である第１８の態様。
【０１１４】
　第１８の態様に記載の方法によって得られる成形ゴム組成物である第１９の態様。
【０１１５】
　ゴム組成物がタイヤゴム組成物を形成するための添加剤を配合される、前記態様のいず
れか１つに記載のゴム組成物である第２０の態様。
【０１１６】
　添加剤が硬化助剤、加工添加剤、充填剤、顔料及び補強材を含む、第２０の態様に記載
のゴム組成物である第２１の態様。
【０１１７】
　第２０又は第２１の態様に記載のゴム組成物を含むタイヤゴム組成物である第２２の態
様。
【０１１８】
　前記態様のいずれか１つに記載のゴム組成物が硬化助剤、加工添加剤、充填剤、顔料、
抗酸化剤、カップリング剤、増粘剤、軟化剤及び補強材などの添加剤を配合される、タイ
ヤゴム組成物を調製する方法である第２３の態様。
【０１１９】
　２０ｐｈｒより多い樹脂濃度を有する前記態様のいずれか１つに記載のゴム組成物がタ
イヤゴム組成物を形成するための他の添加剤を配合するためのマスターバッチとして使用
される、タイヤゴム組成物を調製する方法である第２４の態様。
【０１２０】
　第２３又は第２４の態様に記載の方法によって得られるタイヤゴム組成物である第２５
の態様。
【０１２１】
　ＴＥＡ（トレッド増強添加剤）及びタイヤトレッド組成物を形成するための他の添加剤
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を含む、前記態様のいずれか１つに記載のゴム組成物である第２６の態様。
【０１２２】
　第２６の態様に記載のゴム組成物を含むタイヤトレッド組成物である第２７の態様。
【０１２３】
　ゴム組成物が２０ｐｈｒより多い、好ましくは３０ｐｈｒ～５０ｐｈｒのＴＥＡを含む
、第２７の態様のタイヤトレッド組成物である第２８の態様。
【０１２４】
　前記請求項のいずれか一項に記載のゴム組成物がＴＥＡ及びタイヤトレッド組成物を形
成するための他の添加剤を配合される、タイヤトレッド組成物を調製する方法である第２
９の態様。
【０１２５】
　第２９の態様に記載の方法によって得られるタイヤトレッド組成物である第３０の態様
。
【０１２６】
　ａ）タイヤが第２５～第３０の態様のいずれか１つに記載のタイヤトレッド組成物及び
他のタイヤ構成要素から組み立てられ、ｂ）組み立てられたタイヤが成形され、硬化され
てタイヤを形成する、タイヤを製造する方法である第３１の態様。
【０１２７】
　第２５～第３０の態様のいずれか１つに記載のタイヤトレッド組成物を用いて組み立て
られた第３２の態様。
【０１２８】
　ゴムとエクステンダー化合物とを含むゴム組成物であって、エクステンダー化合物が０
℃以下のガラス転移温度（Ｔｇ）及び少なくとも３００ダルトン（Ｍｗ）の分子量を有す
る天然又は炭化水素樹脂を含む、ゴム組成物である第３３の態様。
【０１２９】
　天然又は炭化水素樹脂が脂肪族炭化水素樹脂、芳香族樹脂、環状脂肪族樹脂、テルペン
樹脂、オリゴエステル、ロジン及び／又はロジンエステルである、第３３の態様のゴム組
成物である第３４の態様。
【０１３０】
　天然又は炭化水素樹脂がα－メチルスチレン樹脂、テルペン樹脂、オリゴエステル、ロ
ジン及び／又はロジンエステルである、第３４の態様のゴム組成物である第３５の態様。
【０１３１】
　樹脂が天然起源のものである、第３４～第３５の態様のいずれかに記載のゴム組成物で
ある第３６の態様。
【０１３２】
　ゴム組成物が粒子状形態である、第３４～第３６の態様のいずれかに記載のゴム組成物
である第３７の態様。
【０１３３】
　粒状形態が小粒子に粉砕され、顆粒若しくはフレークに成形される、又はブロックに成
形される、第３７の態様のゴム組成物である第３８の態様。
【０１３４】
　天然又は炭化水素が３００～２０００ダルトン（Ｍｗ）の範囲の分子量及び－６０～０
℃のガラス転移温度（Ｔｇ）を有する、第３４～第３８の態様のいずれかに記載のゴム組
成物である第３９の態様。
【０１３５】
　天然又は炭化水素が１～７５ｐｈｒ、好ましくは２～７５ｐｈｒ、より好ましくは５～
７５ｐｈｒの範囲の量で存在する、第３４～第３９の態様のいずれかに記載のゴム組成物
である第４０の態様。
【０１３６】
　天然又は炭化水素樹脂が２ｐｈｒより多い、好ましくは５～５０ｐｈｒの量で存在する
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、第３４～第４０の態様のいずれかに記載のゴム組成物である第４１の態様。
【０１３７】
　天然又は炭化水素樹脂の他に、３００～２０００ダルトン（Ｍｗ）の範囲の分子量及び
－６０～０℃のガラス転移温度（Ｔｇ）を有する追加のエクステンダー化合物が存在しな
い、第３４～第４１の態様のいずれかに記載のゴム組成物である第４２の態様。
【０１３８】
　天然又は炭化水素樹脂が脂肪族炭化水素樹脂を含む、第３４～第４２の態様のいずれか
に記載のゴム組成物である第４３の態様。
【０１３９】
　天然又は炭化水素樹脂が芳香族樹脂、好ましくはα－メチルスチレン樹脂を含む、第３
４～第４３の態様のいずれかに記載のゴム組成物である第４４の態様。
【０１４０】
　天然又は炭化水素樹脂が、二環式テルペン及び単環式テルペン、例えばδ－２－カレン
、δ－３－カレン、ジペンテン、リモネン、ミルセン、β－フェランドレン、α－ピネン
、β－ピネン、α－テルピネン、γ－テルピネン及びテルピノレンなどのテルペンを含む
、第３４～第４４の態様のいずれかに記載のゴム組成物である第４５の態様。
【０１４１】
　天然又は炭化水素樹脂がオリゴテルペン樹脂、テルペン炭化水素樹脂、テルペンフェノ
ール樹脂若しくはスチレン化テルペン又はそれらの混合物である、第３４～第４５の態様
のいずれかに記載のゴム組成物である第４６の態様。
【０１４２】
　天然又は炭化水素樹脂がロジンエステルである、第３４～第４６の態様いずれかに記載
のゴム組成物である第４７の態様。
【０１４３】
　ロジンエステルが、ロジンと多価フェノールのエステルである第４７の態様のゴム組成
物である第４８の態様。
【０１４４】
　オリゴエステルがロジンとポリカルボン酸脂肪酸のエステルである前記第３４～第４８
の態様いずれかに記載のゴム組成物である第４９の態様。
【０１４５】
　ゴム化合物がスチレンブタジエン共重合体を含む、第３４～第４９の態様のいずれかに
記載のゴム組成物である第５０の態様。
【０１４６】
　ゴム化合物をエクステンダー化合物と組み合わせ、乾燥させ、粒子に成形するステップ
を含む、成形ゴム組成物を調製する方法であって、エクステンダー化合物が３００～２０
００ダルトン（Ｍｗ）の範囲の分子量及び－６０～０℃のガラス転移温度（Ｔｇ）を有す
る天然又は炭化水素樹脂を含む、方法である第５１の態様。
【０１４７】
　第５１の態様に記載の方法によって得られる成形ゴム組成物である第５２の態様。
【０１４８】
　ゴム組成物がタイヤゴム組成物を形成するための添加剤を配合される、第５１～第５２
の態様のいずれかに記載のゴム組成物である第５３の態様。
【０１４９】
　添加剤が硬化助剤、加工添加剤、充填剤、顔料及び補強材を含む、第５３の態様のゴム
組成物である第５４の態様。
【０１５０】
　第５３～第５４の態様のいずれかに記載のゴム組成物を含むタイヤゴム組成物である第
５５の態様。
【０１５１】
　第３４～第５５の態様のいずれかに記載のゴム組成物が硬化助剤、加工添加剤、充填剤
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、顔料、抗酸化剤、カップリング剤、増粘剤、軟化剤及び補強材などの添加剤を配合され
る、タイヤゴム組成物を調製する方法である第５６の態様。
【０１５２】
　２０ｐｈｒより多い樹脂濃度を有する第３４～第５６の態様のいずれかに記載のゴム組
成物がタイヤゴム組成物を形成するための他の添加剤を配合するためのマスターバッチと
して使用される、タイヤゴム組成物を調製する方法である第５７の態様。
【０１５３】
　第５６～第５７の態様のいずれかに記載の方法により得られるタイヤゴム組成物である
第５８の態様。
【０１５４】
　ＴＥＡ（トレッド増強添加剤）及びタイヤトレッド組成物を形成するための他の添加剤
を含む、第３４～第５８の態様のいずれか１つに記載のゴム組成物である第５９の態様。
【０１５５】
　第５９の態様に記載のゴム組成物を含むタイヤトレッド組成物である第６０の態様。
【０１５６】
　２０ｐｈｒより多い、好ましくは３０ｐｈｒ～５０ｐｈｒのＴＥＡを含む、第６０の態
様に記載のタイヤトレッド組成物である第６１の態様。
【０１５７】
　第３４～第６１の態様いずれか１つに記載のゴム組成物がＴＥＡ及びタイヤトレッド組
成物を形成するための他の添加剤を配合される、タイヤトレッド組成物を調製する方法で
ある第６２の態様。
【０１５８】
　第６２の態様に記載の方法によって得られるタイヤトレッド組成物である第６３の態様
。
【０１５９】
　ａ）タイヤが第５７～第６３の態様のいずれか１つに記載のタイヤトレッド組成物及び
他のタイヤ構成要素から組み立てられ、ｂ）組み立てられたタイヤが成形され、硬化され
てタイヤを形成する、タイヤを製造する方法である第６４の態様。
【０１６０】
　第５７～第６３の態様のいずれか１つに記載のタイヤトレッド組成物を用いて組み立て
られた第６５の態様。
【０１６１】
　添付の特許請求の範囲の組成物及び方法は、特許請求の範囲のいくつかの態様の例示と
して意図された本明細書に記載される特定の組成物及び方法によって範囲が限定されるも
のではない。機能的に等価であるいずれの組成物及び方法も、特許請求の範囲の範囲内に
入ることが意図される。本明細書に示され、説明されたものに加えて、組成物及び方法の
種々の改変が、添付の特許請求の範囲内に入ることが意図される。さらに、本明細書に開
示される一定の代表的な組成物及び方法ステップのみが具体的に記載されているが、組成
物及び方法ステップの他の組み合わせも、特に列挙されていなくても、添付の特許請求の
範囲内に入ることが意図される。したがって、ステップ、要素、構成要素又は成分の組み
合わせが、本明細書で明示的に言及され得るが、明示されていないとしてもステップ、要
素、構成要素及び成分の他の組み合わせが含まれる。
【０１６２】
　本明細書で使用される「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」という用語及びその変形は、
「含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）」という用語及びその変形と同義で使用され、オープンで
非限定的な用語である。「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」及び「含む（ｉｎｃｌｕｄｉ
ｎｇ）」という用語は、本明細書で種々の態様を説明するために使用されているが、本開
示のより具体的な態様を提供するために、「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」及び「含む
（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）」の代わりに「～から本質的になる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｅ
ｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ）」及び「～からなる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｏｆ）」を使用す
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ることができ、同様に開示される。特に注記しない限り、本明細書及び特許請求の範囲で
使用される幾何学、寸法などを表す全ての数字は、特許請求の範囲の等価物の原理の適用
に限定しようとする試みとして理解されるべきでなく、有効数字及び通常の四捨五入手法
に照らして解釈されるべきである。
【０１６３】
　特に定義しない限り、本明細書で使用される全ての技術用語及び科学用語は、開示され
た開示が属する技術分野の当業者によって一般的に理解されるのと同じ意味を有する。本
明細書に引用される刊行物及びそれらが引用される資料は、参照により具体的に組み込ま
れる。
【０１６４】
　特に注記しない限り、本明細書及び特許請求の範囲で使用される幾何学、寸法などを表
す全ての数字は、特許請求の範囲の等価物の原理の適用に限定しようとする試みとして理
解されるべきでなく、有効数字及び通常の丸め手法に照らして解釈されるべきである。さ
らに、特性、測定単位、条件、物理的状態又はパーセンテージの特定のセットを表すもの
など、本明細書又は特許請求の範囲に列挙されている任意の数の範囲は、参照により又は
他の方法で、そのように列挙されている任意の範囲内の任意の数のサブセットを含む、こ
のような範囲内に入る任意の数を明示的に文字通り組み込むことが意図される。例えば、
下限値ＲＬ及び上限ＲＵを有する数値範囲が開示されている場合は常に、範囲内に入る任
意の数Ｒが具体的に開示される。特に、範囲内の以下の数Ｒが具体的に開示される：Ｒ＝
ＲＬ＋ｋ（ＲＵ－ＲＬ）（ｋは１％増分を有する１％～１００％の範囲の変数であり、例
えばｋは１％、２％、３％、４％、５％．…５０％、５１％、５２％．…９５％、９６％
、９７％、９８％、９９％又は１００％である）。さらに、上で計算されるＲの任意の２
つの値によって表される任意の数値範囲も具体的に開示される。
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